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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していない。 

 ２．上記の営業収益には、消費税等は含まれていない。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載していない。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第133期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第134期
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第133期 

会計期間 
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日 

自平成22年４月１日 
至平成22年６月30日 

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日 

営業収益           （百万円）  28,901  32,616  121,619

経常利益           （百万円）  1,910  3,011  8,433

四半期（当期）純利益     （百万円）  1,115  1,833  3,068

純資産額           （百万円）  112,348  109,797  114,377

総資産額           （百万円）  229,288  223,934  235,986

１株当たり純資産額        （円）  605.92  590.51  616.54

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）  6.25  10.28  17.20

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期） 

純利益金額            （円） 
 －  －  －

自己資本比率           （％）  47.1  47.0  46.6

営業活動によるキャッシュ・フロー 

               （百万円） 
 3,950  547  14,523

投資活動によるキャッシュ・フロー 

               （百万円） 
 △2,001  1,291  △17,115

財務活動によるキャッシュ・フロー 

               （百万円） 
 △1,092  △1,040  △1,682

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 

               （百万円） 
 15,741  11,379  10,484

従業員数             （人）  3,808  3,667  3,672
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 当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社に異動はない。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に平均人員を外数で記載している。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 3,667  [610]

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 716   
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 当社及び連結子会社の当第１四半期連結会計期間におけるセグメントごとの営業収益内訳及び主要業務の取扱高等

を示すと、次のとおりである。 

(1）セグメントごとの営業収益内訳 

  

  

(2）セグメントごとの主要業務の取扱高等 

① 物流事業 

(イ）倉庫業 

１）保管用面積 

２）入出庫高及び保管残高 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

内訳 

前第１四半期
連結会計期間 

（自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日）

当第１四半期
連結会計期間 

（自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日）

前年同四半期比増減

増減額 比率％

物流事業 －       百万円 30,149 － － 

（倉庫収入） －  (5,273) － － 

（港湾運送収入） －  (9,277) － － 

（国際輸送収入） －  (6,313) － － 

（陸上運送ほか収入） －  (9,285) － － 

不動産事業 －   2,570 － － 

（不動産事業収入） －  (2,570) － － 

計 －  32,719 － － 

セグメント間内部営業収益 －  △103 － － 

純営業収益 －  32,616 － － 

内訳 
前第１四半期連結会計期間
（平成21年６月30日現在） 

当第１四半期連結会計期間
（平成22年６月30日現在） 

所有庫 － ㎡ 774,507

借庫 －  293,637

計 －  1,068,144

貸庫 －  477,813

差引実際保管用面積 －  590,331

区分 
前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

入庫高 － 千トン 611

出庫高 －  596

保管残高 
期末 －  429

期中平均 －  424
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３）貨物回転率（月平均） 

(ロ）港湾運送業 

事業別取扱数量 

  

(ハ）国際輸送業 

取扱数量 

  

② 不動産事業 

不動産賃貸面積 

  

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

  

  

 当第１四半期連結会計期間において、新たに締結又は決定した経営上の重要な契約等はない。 

  

区分 
前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

数量 － ％ 46.8

 （注） 貨物回転率 ＝ 
出庫高（月平均）

 × 100 
平均保管残高 

区分 
前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

沿岸荷役 － 千トン 697

一般荷捌 －  2,235

コンテナ荷捌 －  10,477

船内荷役 －  242

区分 
前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

国際輸送  －   千トン 2,447

区分 
前第１四半期連結会計期間
（平成21年６月30日現在） 

当第１四半期連結会計期間
（平成22年６月30日現在） 

賃貸ビル － ㎡ 244,587

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1) 業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善や緊急経済政策の効果等で、輸出や生産が増

加し、また、設備投資や個人消費も底入れするなど、景気は着実に持ち直してきているが、欧州を中心とする海外

景気の下振れや為替や金利など金融市場の変動等の懸念要因があり、景気の先行きは全く予断を許さない状況のま

ま推移した。 

 このような情勢のもとで、当社グループは、物流事業では、国内において配送センター業務の効率化を推進する

とともに、港湾運送事業の取扱拡大に注力し、積極的に営業を展開してきた。海外では、サウジアラビアでの石化

製品に係る現地物流及びその国際輸送業務に万全を期すとともに、海外事業全般の安定、拡大に取り組んだ。不動

産事業では、賃貸ビルの賃料水準の維持やテナントの確保に努めてきた。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間は、不動産事業は不動産販売の減少があったが、物流事業においては、国

際輸送及び港湾運送を中心に貨物の取扱いが回復したことに加え、前連結会計年度に稼働した配送センターが寄与

したことにより、営業収益は326億1千6百万円と前年同期比12.9％の増収となった。営業利益は取扱増加に加えて

経費の圧縮もあり、24億6千9百万円と前年同期比56.7％の増益、経常利益も受取配当金の増加等により、30億1千1

百万円と前年同期比57.6％の増益となった。四半期純利益は、固定資産売却益の計上等で特別損益もやや改善した

ことから、18億3千3百万円と前年同期比64.5％の増益となった。 

  

  セグメントの業績は、次のとおりである。 

 ①物流事業 

 倉庫収入は、前連結会計年度に稼働した配送センターの寄与等により、52億7千3百万円となった。港湾運送収

入は、コンテナ荷捌においては既存航路が堅調に推移したことに加え、前連結会計年度に取扱開始した新規航路

の寄与等があり、また、一般荷捌においては輸出、輸入とも取扱量が回復してきたこと等から、92億7千7百万円

となった。国際輸送収入は、アジア地域における国際一貫輸送や航空貨物の取扱回復、また、海外子会社におけ

る現地物流の取扱拡大等から、63億1千3百万円となった。陸上運送ほか収入は、前連結会計年度に稼働した新規

施設の寄与等により陸上運送収入が増収となり、92億8千5百万円となった。 

 以上の結果、物流事業全体の営業収益は301億4千9百万円となり、営業収益の増加に加え、営業原価の圧縮に

努めたことから、営業利益は18億9千2百万円となった。 

 ②不動産事業 

 不動産事業では、不動産販売の減少等により、営業収益は25億7千万円、営業利益は14億7千4百万円となっ

た。 

 （注）１．上記のセグメントの営業収益には、セグメント間の内部営業収益1億3百万円を含んでいる。 

２．上記のセグメントの営業利益は、各セグメントに配賦していない全社費用等8億9千6百万円控除前の利益

である。 

(2) 資産、負債及び純資産の状況 

  当第１四半期連結会計期間末の財政状態について、資産合計は、株式相場の下落により「投資有価証券」が減少

し、前連結会計年度比5.1％減の2,239億3千4百万円となった。また、負債合計は、その他有価証券評価差額に係る

「繰延税金負債」の減少や法人税等の支払に伴う「未払法人税等」の減少等により、前連結会計年度比6.1％減の

1,141億3千7百万円となった。純資産合計は、「その他有価証券評価差額金」の減少等により、前連結会計年度比

4.0％減の1,097億9千7百万円となった。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況 

 ①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益及び減価償却による資金の留保等により5

億4千7百万円の増加となり、法人税等の支払額の増加等により、前年同期（39億5千万円の増加）を34億2百万円

下回った。 

 ②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入等により12億9千1百万円の増加となり、前

年同期（20億1百万円の減少）を32億9千2百万円上回った。 

 ③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、期末配当金の支払や長期借入金の返済による支出等により10億4千万

円の減少となり、前年同期（10億9千2百万円の減少）並みとなった。 

 当第１四半期連結会計期間の連結キャッシュ・フローは、以上の結果に「現金及び現金同等物に係る換算差額」

（9千7百万円）を加えた全体で8億9千5百万円の増加となり、現金及び現金同等物の四半期末残高は、113億7千9百

万円となった。 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社及び連結子会社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生

じた課題はない。 

(5) 研究開発活動 

 該当事項はない。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に建設中であった遠州トラック㈱倉庫建物（浜松市西

区）は、平成22年６月に完成した。 

 また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 当社は、会社法に基づき新株予約権を発行している。 

 2006年度ストックオプション新株予約権（平成19年３月１日発行） 

（注）１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。 

２．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

の直前の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、

それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  395,872,000

計  395,872,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数(株) 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数(株)
（平成22年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  195,936,231  195,936,231

東京証券取引所 

市場第一部 

大阪証券取引所 

市場第一部 

単元株式数1,000株 

計  195,936,231  195,936,231 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個） 125 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
125,000 

 （１個につき1,000株） 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  １株につき986 

新株予約権の行使期間 平成21年２月14日～平成29年２月13日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  986 

資本組入額 493（注）１ 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、新株予約

権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 
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会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数  

残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。 

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数（株）」に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金額

（円）」で定められる行使価額を組織再編の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記

③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。 

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

（ア）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。 

（イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（ア）記載

の資本金等増加限度額から上記（ア）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

⑧新株予約権の取得条項 

下記（注）３．の新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

⑨その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。 

３．新株予約権の取得条項 

以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得する

ことができる。 

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案  

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること若

しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを

設ける定款の変更承認の議案 
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 2007年度ストックオプション新株予約権（平成19年12月17日発行） 

（注）１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。 

２．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

の直前の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、

それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象

会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。但し、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。 

 ①交付する再編対象会社の新株予約権の数  

残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。 

 ②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

 ③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数（株）」に準じて決定する。

 ④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金額

（円）」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に

上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。 

 ⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

 （ア）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。 

 （イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（ア）記載

の資本金等増加限度額から上記（ア）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

     ⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個） 125 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
125,000 

 （１個につき1,000株） 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  １株につき618 

新株予約権の行使期間 平成21年11月30日～平成29年11月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  618 

資本組入額 309（注）１ 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、新株予約

権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 
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 ⑧新株予約権の取得条項 

下記（注）３．の新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

 ⑨その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。 

３．新株予約権の取得条項 

以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得する

ことができる。 

 ①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

 ③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

 ④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案  

 ⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること若

しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを

設ける定款の変更承認の議案 

 2008年度ストックオプション新株予約権（平成20年９月16日発行） 

（注）１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。 

   ２．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

の直前の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、

それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象

会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。但し、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。 

 ①交付する再編対象会社の新株予約権の数  

残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。 

 ②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

 ③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数（株）」に準じて決定する。

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個） 150 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
150,000 

 （１個につき1,000株） 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  １株につき434 

新株予約権の行使期間 平成22年８月30日～平成30年８月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  434 

資本組入額 217（注）１ 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、新株予約

権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 

- 12 -



 ④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金額

（円）」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に

上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。 

 ⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

 （ア）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。 

 （イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（ア）記載

の資本金等増加限度額から上記（ア）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

     ⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

 ⑧新株予約権の取得条項 

下記（注）３．の新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

 ⑨その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。 

   ３．新株予約権の取得条項 

以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得する

ことができる。 

 ①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

 ②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

 ③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

 ④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案  

 ⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること若

しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを

設ける定款の変更承認の議案 

  

 該当事項はない。 

  

 該当事項はない。 

  

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額(百万円) 

資本準備金
残高(百万円) 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日 
 －  195,936,231  －  21,822  －  18,655
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１．フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール エルエルシー（FMR LLC）から平成22

年４月７日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成22年３月31日現在で

それぞれ以下の株式を所有している旨の報告を受けたが、当第１四半期会計期間末日現在の株主名簿の記載

内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができない。なお、その大量保有報告書（変更

報告書）に基づく、所有株式数及び発行済株式総数に対する所有株式数の割合は以下のとおりである。 

  

２．平成22年６月30日現在、次のとおり自己株式を所有している。  

  

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

いる。  

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決

権５個）含まれている。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、住和港運株式会社所有の相互保有株式200株及び当社所有の自己株式

858株が含まれている。 

（６）【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号  10,022  5.11

エフエムアール エルエルシー 

（FMR LLC）  

82 DEVONSHIRE STREET,BOSTON, 

MASSACHUSETTS 02109,USA 
 1,000  0.51

計 －  11,022  5.63

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社住友倉庫 大阪市西区川口二丁目１番５号  17,533  8.95

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   17,552,000 － 単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  177,666,000  177,666 同上 

単元未満株式 普通株式    718,231 － － 

発行済株式総数  195,936,231 － － 

総株主の議決権 －  177,666 － 
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②【自己株式等】 

 （注）当社は、平成22年６月30日現在で自己株式 株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合 ％）

を所有している。 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、この四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社住友倉庫 
大阪市西区川口 

二丁目１番５号 
 17,531,000  －  17,531,000  8.95

住和港運株式会社 
大阪市西区安治川

二丁目１番11号 
 21,000  －  21,000  0.01

計 －  17,552,000  －  17,552,000  8.96

17,533,108 8.95

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

 
５月 ６月 

最高（円）  450  476  446

最低（円）  405  401  408

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間（平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっている。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 22,847 23,569

受取手形及び営業未収入金 16,476 16,749

有価証券 4 4

販売用不動産 185 185

仕掛品 33 27

繰延税金資産 806 1,093

その他 3,309 3,089

貸倒引当金 △100 △95

流動資産合計 43,562 44,623

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  62,759 ※1  63,513

機械装置及び運搬具（純額） ※1  3,699 ※1  3,860

工具、器具及び備品（純額） ※1  737 ※1  760

土地 46,229 46,222

建設仮勘定 229 400

その他（純額） ※1  68 ※1  66

有形固定資産合計 113,723 114,825

無形固定資産   

のれん 662 687

借地権 6,176 6,173

ソフトウエア 2,086 2,152

その他 382 429

無形固定資産合計 9,308 9,443

投資その他の資産   

投資有価証券 49,316 58,899

長期貸付金 730 947

繰延税金資産 504 481

その他 7,262 7,248

貸倒引当金 △473 △483

投資その他の資産合計 57,340 67,093

固定資産合計 180,372 191,362

資産合計 223,934 235,986
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 8,981 9,330

短期借入金 10,252 10,126

未払法人税等 816 3,098

賞与引当金 1,019 1,438

その他 5,099 5,342

流動負債合計 26,168 29,337

固定負債   

長期借入金 59,829 60,124

繰延税金負債 11,279 15,162

退職給付引当金 3,473 3,590

役員退職慰労引当金 87 114

長期預り金 12,419 12,440

その他 880 839

固定負債合計 87,968 92,271

負債合計 114,137 121,609

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,822 21,822

資本剰余金 19,177 19,177

利益剰余金 64,203 63,261

自己株式 △9,125 △9,124

株主資本合計 96,078 95,136

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 10,379 16,098

繰延ヘッジ損益 3 2

為替換算調整勘定 △1,118 △1,250

評価・換算差額等合計 9,265 14,851

新株予約権 64 64

少数株主持分 4,389 4,324

純資産合計 109,797 114,377

負債純資産合計 223,934 235,986
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業収益   

倉庫収入 4,574 5,273

港湾運送収入 7,740 9,277

国際輸送収入 5,255 6,313

陸上運送収入 5,990 6,436

物流施設賃貸収入 1,360 1,297

不動産賃貸収入 2,473 2,461

その他 1,505 1,557

営業収益合計 28,901 32,616

営業原価   

作業諸費 15,891 18,685

人件費 4,034 4,207

賃借料 1,953 1,938

租税公課 538 513

減価償却費 1,454 1,376

その他 1,564 1,627

営業原価合計 25,436 28,349

営業総利益 3,465 4,267

販売費及び一般管理費   

給料手当及び福利費 931 888

賞与引当金繰入額 188 175

退職給付費用 66 58

のれん償却額 81 24

その他 621 648

販売費及び一般管理費合計 1,889 1,797

営業利益 1,575 2,469

営業外収益   

受取利息及び配当金 488 618

持分法による投資利益 52 136

その他 59 46

営業外収益合計 600 801

営業外費用   

支払利息 225 203

その他 40 56

営業外費用合計 266 260

経常利益 1,910 3,011
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

特別利益   

固定資産売却益 － 27

特別利益合計 － 27

特別損失   

投資有価証券評価損 33 34

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 32

固定資産除却損 60 －

特別損失合計 93 66

税金等調整前四半期純利益 1,817 2,971

法人税、住民税及び事業税 603 726

法人税等調整額 54 321

法人税等合計 657 1,048

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,923

少数株主利益 44 89

四半期純利益 1,115 1,833
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,817 2,971

減価償却費 1,602 1,538

のれん償却額 81 24

引当金の増減額（△は減少） △246 △567

受取利息及び受取配当金 △488 △618

支払利息 225 203

持分法による投資損益（△は益） △52 △136

有形固定資産除却損 60 －

投資有価証券評価損益（△は益） 33 34

売上債権の増減額（△は増加） 490 287

仕入債務の増減額（△は減少） △198 △352

その他 745 △99

小計 4,069 3,287

利息及び配当金の受取額 494 628

利息の支払額 △382 △334

法人税等の支払額 △230 △3,033

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,950 547

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,560 △4,769

定期預金の払戻による収入 60 6,390

有形固定資産の取得による支出 △397 △359

有形固定資産の売却による収入 13 57

無形固定資産の取得による支出 △89 △132

投資有価証券の取得による支出 △9 △8

貸付けによる支出 △43 △40

貸付金の回収による収入 31 173

その他 △6 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,001 1,291

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 3,034 2,806

短期借入金の返済による支出 △2,731 △2,513

長期借入れによる収入 100 100

長期借入金の返済による支出 △554 △562

配当金の支払額 △888 △840

その他 △51 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,092 △1,040

現金及び現金同等物に係る換算差額 216 97

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,072 895

現金及び現金同等物の期首残高 14,669 10,484

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,741 ※  11,379
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

会計処理基準に関する事項

の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用している。 

  これにより、税金等調整前四半期純利益は32百万円減少している。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は32百万円である。 

【表示方法の変更】

 当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著し

い変化がないと見込まれるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積

高を算定している。 

  

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度決

算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によって

いる。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

税金費用の計算  一部の連結子会社においては、税金費用の計算にあたり、当第１四半期連結会計期間

を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し、法人税等調整額

は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示している。 
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  
２．自己株式の種類及び株式数 

  
３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高 

  
４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 百万円で

ある。 

121,970 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 百万円で

ある。 

120,613

 ２ 保証債務 

 当社及び連結子会社は、下記会社等の銀行からの借

入金に対し債務保証を行っている。 

 ２ 保証債務 

 当社及び連結子会社は、下記会社等の銀行からの借

入金に対し債務保証を行っている。 

夢洲コンテナターミナル㈱ 百万円998

㈱ワールド流通センター   百万円784

㈱神戸港国際流通センター 百万円661

横浜シャーシターミナル協同組合 百万円533

青海流通センター㈱ 百万円152

大阪港総合流通センター㈱ 百万円115

計   百万円3,246

夢洲コンテナターミナル㈱   百万円998

㈱ワールド流通センター   百万円812

㈱神戸港国際流通センター     百万円661

横浜シャーシターミナル協同組合   百万円574

青海流通センター㈱ 百万円155

大阪港総合流通センター㈱   百万円120

計     百万円3,323

 このほかに従業員の住宅資金銀行借入に対し、総額

百万円の保証を行っている。 349

 このほかに従業員の住宅資金銀行借入に対し、総額

百万円の保証を行っている。 368

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末残

高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末残

高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成22年６月30日現在） 

現金及び預金勘定    百万円18,364

預入期間が３ヵ月を超える定期預金   百万円△2,627

容易に換金可能で価値変動リスクの

僅少な公社債投資信託（有価証券） 
百万円4

現金及び現金同等物    百万円15,741

現金及び預金勘定    百万円22,847

預入期間が３ヵ月を超える定期預金   百万円△11,472

容易に換金可能で価値変動リスクの

僅少な公社債投資信託（有価証券） 
百万円4

現金及び現金同等物    百万円11,379

（株主資本等関係）

普通株式 千株 195,936

普通株式 千株 17,541

ストック・オプションとしての新株予約権  提出会社（親会社） 百万円 64

    （決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  892  5 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）事業区分の方法は、当社及び連結子会社が経営管理上採用している区分によっており、各区分に属する主要な業

務は次のとおりである。 

物流事業…………倉庫、港湾運送、国際輸送、陸上運送等の各業務 

不動産事業………事務所及び土地等の賃貸、管理業務  

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、主な国又は地域のそれぞれの属する営業収益及び資産の金額が少額のため、その他の

地域で一括して記載している。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 その他の地域・・・アジア、ヨーロッパ、北米  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外営業収益が連結営業収益の10％未満のため、記載を省略している。 

   

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
物流事業
（百万円） 

不動産事業
（百万円） 

計

 （百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

営業収益      

①外部顧客に対する営業収益  26,378  2,523  28,901  －  28,901

②セグメント間の内部営業収益 

  又は振替高 
 2  57  59  (59)  －

計  26,380  2,580  28,961  (59)  28,901

営業利益  1,187  1,526  2,714  (1,138)  1,575

【所在地別セグメント情報】

  
日本

 （百万円） 
その他の地域
 （百万円） 

計
 （百万円） 

消去又は全社 
 （百万円） 

連結
 （百万円） 

 営業収益           

①外部顧客に対する営業収益  26,740  2,161  28,901  －  28,901

②セグメント間の内部営業収益

又は振替高 
 154  873  1,027  (1,027)  －

計  26,895  3,034  29,929  (1,027)  28,901

 営業利益  2,677  37  2,714  (1,138)  1,575

【海外営業収益】
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１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営 

資源の配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。 

 当社は、国内及び海外の子会社等と連携し、倉庫業、港湾運送業、国際輸送業、陸上運送業ほかの「物流事 

業」を展開する一方、本社に専門の部署を設置し、保有不動産の有効活用を中心として、不動産賃貸業や不動 

産販売業等の「不動産事業」を推進している。なお、「物流事業」の各業務は、いずれも総合物流業の一環と 

して、相互に関連しており、経営管理上は不可分なものとして扱っている。 

 従って、当社は、営業体制を基盤としたサービス別のセグメントから構成されており、「物流事業」及び

「不動産事業」の２つを報告セグメントとしている。 

  

２．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．セグメント利益の調整額△896百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△916百万

円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社及び一部の連結子会社の管

理部門に係る費用である。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

該当事項はない。  

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用している。 

  

【セグメント情報】

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

物流事業 不動産事業 計

営業収益           

外部顧客に対する営業収益  30,146  2,469  32,616  －  32,616

セグメント間の内部営業収益 
又は振替高  2  100  103  △103  －

計  30,149  2,570  32,719  △103  32,616

セグメント利益  1,892  1,474  3,366  △896  2,469
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 当社グループは、建築材料に石綿を使用した建物を所有し、当該建物の解体時において、法令の定める方法によ

り石綿を適切に除去する債務を有しているが、当該建物のうち一部の物件を除いては、今後、適切な維持管理を行

いながら、使用を継続する予定である。また、当社グループは、不動産賃借契約に基づく契約終了時における原状

回復に係る債務を有しているが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ、移転等の予

定もない。従って、いずれについても債務の履行時期を予測することが難しく、資産除去債務を合理的に見積もる

ことができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。  

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１．前第１四半期累計期間及び当第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していない。 

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  該当事項はない。 

  

  該当事項はない。 

  

（資産除去債務関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 590.51円 １株当たり純資産額 616.54円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 6.25円 １株当たり四半期純利益金額 10.28円

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  1,115  1,833

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,115  1,833

期中平均株式数（千株）  178,401  178,394

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項なし 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年８月６日

株式会社住友倉庫 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 前田  徹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社住友倉

庫の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社住友倉庫及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成22年８月10日

株式会社住友倉庫 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 前田  徹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社住友倉

庫の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社住友倉庫及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 




